
「尼崎市産公学共創型事業創発支援事業補助金」

　※ 必ず補助金交付要綱をご確認ください。

概 要
大学やスタートアップをはじめとする市内外の事業者が持つアイデアを地域課題・産業課題の解決に向けて概念実証（PoC）、及びビジネス実証するために、他企業や大学等と連携して
取り組む事業に要する経費に対して補助金を交付し、市内のイノベーション創出の促進を図ります。

補助額等
補助率：補助対象経費の10/10（千円未満切り捨て）
上限額：50万円

補助対象者

以下のいずれの要件にも該当する中小企業者等(※1)または中堅企業(※2)

　⑴　みなし大企業(※3)でないこと（中小企業者等の場合。関係する大企業が中堅企業に該当する場合は除く。）。
　⑵　風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律に規定する「性風俗関連特殊営業」、当該営業に係る「接客業務受託営業」を行う者でないこと。
　⑶　暴力団排除条例に規定する暴力団等と関係を有する者でないこと。
　⑷　宗教・政治団体等でないこと。

　(※1) 中小企業者等：中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条に規定する中小企業者及び、小規模企業者並びに個人事業主。
　　　　なお、みなし法人を含むその他の私法人等についても、従業員規模が中小企業基本法上の中小企業と同数又はそれ以下の場合は当該企業者とみなす。

　(※2) 中堅企業：上記の中小企業者等を除く、常時雇用する従業員数が2,000人以下の企業。

　(※3) みなし大企業：以下のいずれかの条件にあてはまる中小企業者
　　　　・発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している企業
　　　　・発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上を大企業が所有している企業
　　　　・大企業の役員又はその職を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている企業

補助対象期間
令和８年７月１５日～令和９年１月２９日

※ 終期までに一切の経費支払い・実績報告兼請求書の提出がなされていること

補助対象経費

補助対象事業を実施するにあたって必要となる費用のうち、次の各号に掲げるもので、領収書等により経費明細が確認できるもの。
　(1)原材料費
　(2)委託料
　(3)会場等使用料・賃借料
　(4)専門家等謝金
　(5)広告宣伝費
　(6)印刷製本費
　(7)通信運搬費
　(8)消耗品等資材購入費
　(9)パソコンやタブレット等の電子機器のリース料やレンタル費用
　(10)交通費(本事業に参画する学校等の生徒等の実費負担分)
　(11)その他理事長が事業の実施に必要と認める費用
　※ 領収書等により経費明細が確認できるものに限る

申請手順

1.交付申請
　　第１号、１号の２、２号、３号様式に必要書類を添付して提出
　 　※持参、または郵送（レターパックorレターパックプラス）
　　【郵送提出先】〒660-0881 尼崎市昭和通2-6-68 (公財)尼崎地域産業活性化機構 事業課 宛
　　提出された申請内容を審査し、適正であると認められる時は補助金交付決定通知書を送付します。
　　申請状況等によっては交付決定通知書の送付まで相応の期間を要することがありますので、余裕をもった申請をお願いします。
　　【公募期限】令和８年８月21日(金)（当日消印有効）

2.事業廃止または事業変更
　　事業を廃止する場合は、事業廃止届出書（第５号様式）に必要事項を記載して提出
　　事業を変更する（当初申請額より増加する等）場合は、事業変更承認申請書（第６号様式）に必要書類を添付して提出
　　受領後、申請内容を審査し、適正であると認められる時は、補助金交付変更決定通知書を送付します。

3.実績報告兼請求
　　全ての経費支払完了次第、第８号、９号、10号様式に必要書類を添付して提出【郵送提出先は同上】
　　【提出期限】令和９年１月29日(金)（当日消印有効）
　　期限経過後に提出があった場合は、補助金の交付ができません。
　　内容を審査し、適正であると認められるときは、指定の口座に補助金を振り込みます。
　　なお、振込通知は行いませんので、ご自身で口座をご確認ください。

交付要綱
・

申請書類

こちらから必要書類をダウンロードしてご利用ください。

【交付要綱】産公学共創型事業創発支援事業補助金交付要綱
【第１号様式】交付申請書
【第１号様式の２】宣誓・同意書
【第２号様式】事業計画書
【第３号様式】収支予算書
【第５号様式】事業廃止届出書
【第６号様式】変更承認申請書
【第８号様式】実績報告書 兼 請求書
【第９号様式】事業実績書
【第10号様式】収支決算書

問合せ先

公益財団法人 尼崎地域産業活性化機構（中小企業センター「アイル」）
・メール：jigyou@ama-in.or.jp
・電　話：06-6488-9565

事業実施に係るお問い合わせは、メールまたはお電話にて承ります。
補助金名についてお間違えのないようお伝えください。


